
一般廃棄物収集運搬業務委託仕様書

１ 目的

この仕様書は、町民の日常生活に伴って生じた一般廃棄物（以下「ごみ」という。）を、

三種町一般廃棄物処理基本計画に基づき適正に収集、運搬し、町域の生活環境の保全を図る

ことを目的とする。

２ 業務名

不燃ごみ・資源ごみ収集運搬業務（琴丘地域）

３ 業務内容

町のごみ収集計画に基づき委託地域内のごみステーション及び公共施設等に出されるご

みを収集運搬し、指定された処理施設等へ運搬すること。収集運搬を委託するごみの種類及

び運搬する処理施設等は次のとおりとする。

（１）不燃ごみ

ア 収集量見込 約 57.1ｔ（推計）
イ 最終処分場

・令和７年７月１日（火）から令和８年３月 31日（火）まで
大沢ごみ処理場（三種町鹿渡字猿田大沢 137番地１）

（２）資源ごみ

ア 収集量見込 缶類 約 5.9ｔ
ビン類 約 17.6ｔ
ペットボトル 約 3.4ｔ

イ 中間処理施設等

株式会社 能代資源

（能代市扇田字柑子畑１番地１）

（３）廃乾電池・蛍光管類

ア 収集量見込 廃乾電池 約 4.2ｔ（町全体）
蛍光管類 約 0.6ｔ（町全体）

イ 運搬先

廃乾電池 ふれあいセンター敷地内設置のドラム缶に一時保管をする。

蛍光管類 大沢ごみ処理場に一時保管をする。

４ 委託期間



令和７年７月１日から令和８年３月 31日とする。

５ 収集区域及び収集日

（１）一般廃棄物収集計画（収集日程）は町が定め、受託者はこの計画に基づきごみを収

集し、受託者がこの計画の実施を無断で変更してはならない。ただし、やむを得ない

事情が発生し収集日を変更しなければならない場合は、変更日から少なくとも１カ

月以上前に町に申し出て協議するものとする。

（２）ごみステーション等からの収集は、午前８時以降とする。

（３）祝祭日及び振替休日であっても収集を実施する場合がある。

（４）年末年始等により収集日を変更する場合がある。

（５）ごみステーション及び公共施設等箇所数

ア ごみステーション 216箇所
イ 公共施設等 ６箇所

（６）ごみステーション及び公共施設等について、新設・廃止・移動等をする場合がある。

その場合は協議又は連絡をするものとする。

（７）ごみステーション及び公共施設等とは別に、特に発注者が指定する場合がある。そ

の場合は、受注者と協議する。

（８）地区等ごとの収集日

【ごみステーション】

不燃ごみ

廃乾電池 ９月、10月の不燃ごみの収集日に収集する。
蛍光管類 ３月、６月、10月の不燃ごみの収集日に収集する。

資源ごみ

曜日 集 落 名

毎月の第１金曜日 鹿北・鹿中・鹿南

毎月の第２金曜日 猿田・上岩川

毎月の第３金曜日 市野・種沢・小谷沢・川代・内鯉川・高屋敷・中羽根・牡丹・

泉沢・長信田・館村・川藤・八幡越・中沢・東二本柳・２次ゆ

うタウン及び３次ゆうタウン

毎月の第４金曜日 天瀬川・浜鯉川・山谷・新屋敷・深浜・新町・千刈田

曜日 集 落 名

毎月の第１火曜日 鹿北・鹿中・鹿南

毎月の第２火曜日 猿田・上岩川

毎月の第３火曜日 市野・種沢・小谷沢・川代・内鯉川・高屋敷・中羽根・牡丹・

泉沢・長信田・館村・川藤・八幡越・中沢・東二本柳・２次ゆ



【公共施設等】

廃乾電池 ９月、10月の不燃ごみの収集日に収集する。
蛍光管類 ３月、６月、10月の不燃ごみの収集日に収集する。

６ 運搬

本業務で収集したごみは、収集日当日に下表のとおり搬入するものとする。

（１）施設ごとの搬入時間については、次のとおりとする。ただし、不測の事態が生じた

場合はこの限りではない。

（２）ごみを搬入する際には、処理施設管理者の指示に従うこと。

（３）処理施設内でのごみの計量及び投入等について、係員の指示に従うこと。

うタウン及び３次ゆうタウン

毎月の第４火曜日 天瀬川・浜鯉川・山谷・新屋敷・深浜・新町・千刈田

番号 施 設 名
収 集 日

不燃ごみ 資源ごみ

１
琴丘地域拠点センター

（琴丘支所）
毎月の第１金曜日 毎月の第１火曜日

２ 琴丘中学校 毎月の第１金曜日 毎月の第１火曜日

３ 琴丘小学校 毎月の第１金曜日 毎月の第１火曜日

４ 琴丘保育園 毎月の第１金曜日 毎月の第１火曜日

５ 琴丘総合体育館 毎月の第２金曜日 毎月の第２火曜日

６ ひまわりセンター 毎月の第１金曜日 毎月の第１火曜日

区分 施設名 搬入時間

不燃ごみ 大沢ごみ処理場 8：30～17：00

廃乾電池 ふれあいセンター敷地内 ９月、10月のみ

蛍光管類 大沢ごみ処理場 8：30～17：00

資源ごみ 株式会社 能代資源
8：00～17：00
（12：00～13：00は受入中止）



７ 収集運搬車両

（１）収集運搬車両は、自己所有の次の車両とする。

ア 不燃ごみ 塵芥収集車（積載２ｔ以上）又は２ｔダンプを原則とする。

イ 資源ごみ ２ｔダンプを原則とする。

（２）収集運搬に使用する車両については、収集車１台以上を保有すること。経費につい

ては、受注者負担とする。

（３）収集運搬車両には、三種町の委託車両である旨を表示しなくてはならない。

（４）収集運搬車両は、ごみの飛散や流出することがない構造のものとし、悪臭が漏れな

いものでなければならない。

（５）受注者は、関係法令を遵守し、使用する収集運搬車両の整備点検を適正に行い、常

に収集業務に支障のないようにしておかなければならない。

８ 作業人員

（１）受注者は、本業務を適正に履行するために必要な数の人員を配置しなければならな

い。収集運搬作業は収集運搬車両１台につき運転手１名、作業員１名以上で行うこと

を原則とする。

（２）受注者は、事業開始前に事業所の所在、名称、収集運搬業務に従事する従業員等の

名簿を町に届けなければならない。

（３）運転手は、業務内容を十分に熟知し、適正に業務を遂行できる者であること。また、

収集運搬車両の構造を十分に把握し、安全な操作を行わなければならない。

（４）作業員は、業務の遂行能力を有する者でなければならない。

９ 収集作業及び施設

（１）作業時間は、原則として午前８時から開始とする。なお、町から収集時間の指示が

あった場合は、この限りではない。

（２）収集作業は、効率的かつ迅速に行い、粗漏のないようにすること。なお、ごみの取

り残しがあった場合、その他町から指示があった場合は、速やかに対応すること。

（３）受注者は、ごみ収集にあたりごみステーションに排出される家庭系一般廃棄物及び

仕様書にある公共施設等から排出される事業系一般廃棄物を収集するものとし、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律に定められた産業廃棄物は収集してはならない。

（４）受注者は緊急連絡先の電話番号を町に報告をし、業務中は町から連絡が常に取れる

体制を作っておくこと。

（５）収集対象外のごみが排出されている場合は、回収不能の理由を記したシールを貼付

けすること。



10 収集運搬車両の運行

収集運搬車両の運行は、道路交通法（昭和 35年法律第 105号）、その他の関係法令を遵
守し、事故防止に努めること。

（１）収集運搬作業中は、他の車両の交通妨害にならないように留意するとともに、道路

上でのごみの積み替え、または分別をしないこと。

（２）収集運搬中に事故が発生した場合は、応急措置を講じるとともに、直ちに町に報告

すること。また、受注者の責任において対応し解決すること。

（３）車検及び故障等により、代替車において収集運搬する場合は、町に事前に届出を行

い、町の承認を受けること。

（４）収集運搬車両については、受託者の負担により対人及び対物賠償額無制限の自動車

保険に加入していること。

（５）収集運搬車両に清掃用具を常備し、作業にあたって環境衛生の保持に配慮すること。

飛散したごみは清掃するものとし、ごみステーション等の清掃保持に努めること。

11 一般的な遵守事項

本業務の処理にあたっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年政令
第 300号）第３条に定める収集及び運搬の基準、その他関係法令の規則によるほか、次の
事項を遵守すること。

（１）運転手及び作業員は、町の委託業務であることを念頭において、常に親切丁寧な対

応を心がけ、町民に不快感を抱かせないように配慮すること。

（２）運転手及び作業員は収集運搬作業にあたり作業服、作業靴、ゴム手袋等の安全に作

業できる服装を着用すること。

（３）受注者は粗漏のないようにするために１箇所のごみステーションを完全に収集した

のち次のごみステーションへ移動すること。ただし、収集不能のシールを貼り付けた

場合は、その限りではない。

12 委託業務の報告

受注者は、毎月初めに前月の作業内容を記録した作業内容報告書を町に提出しなければ

ならない。なお、報告書は町が定めた様式とする。

13 経費の負担

本業務を行うために必要な経費等は、すべて受注者の負担とする。

14 損害賠償

受注者は、本業務の履行について交通事故、その他第三者に損害を及ぼしたときは、受注

者において解決し、その損害を賠償しなければならない。



15 再委託の禁止

受注者は、本業務を第三者に委託してはならない。

16 委託の解除

町は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、委託契約を解除することができる。

この場合において受託者に損害が生じても、町はその責めを負わない。

（１）受注者が、廃棄物処理及び清掃に関する法律施行令第４条第１項第１号から第３号

までに定める基準に適合しなくなったとき。

（２）受注者が契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することができないと認

められたとき。

（３）受注者が正当な理由なく町の指示に従わなかったとき。

（４）町と契約後に本業務を第三者に委託したとき。

（５）受注者が契約解除を希望し、町がこれに同意したとき。ただし契約解除の協議を契

約解除希望日の２カ月前までに行わなければならない。

17 委託料の支払方法

委託料の支払いは毎月払いとする。したがって受注者は作業内容報告書の確認を受けた

後、契約書に記載されている月額を請求するものとする。

18 提出書類等

（１）受注者は、契約締結にあたり事前に町に委託業務連帯保証人承認願を提出し、承認

を得なければならない。

ア 連帯保証人は２名以上とし、不測の事態により受注者が委託業務を遂行できな

い場合、委託業務を遂行できるものであること。

イ 連帯保証人は三種町内に住民登録を有する個人または事業所等の所在地を有す

る法人であること。

ウ 承認願に連帯保証人の印鑑証明書を添付すること。

（２）受託者は、契約締結後、速やかに次の書類を提出するものとする。ただし、競争入

札参加資格の確認時に提出した内容と変更がない場合は、省略することができる。ま

た、変更が生じたときは、必ず書面にて町に報告しなければならない。

ア 収集業務従事者名簿（別記様式１号）

イ 収集運搬車両の車検証の写し

ウ 運転手の免許書の写し

エ 車両保険証（自賠責保険、任意保険）の写し



19 収集計画（委託業務内容）の変更

町は必要があると認めるときは、収集区域等その他本業務の内容を、受託者と協議の上変

更することができる。業務内容の大幅な変動により委託料額を変更する必要が生じたとき

は、町と受注者協議の上、委託料額を変更できるものとする。

20 法令の遵守

受注者は、当該業務に関する諸法令を遵守し、業務の円滑な進捗を図るとともに、諸法令

の適用運用は、受注者の責任において行わなければならない。

21 その他

（１）町の指示により臨時又は緊急に収集の必要があるときは、受注者は直ちに収集しな

ければならない。

（２）災害発生時には復旧作業等、積極的に町に協力すること。

（３）本仕様書に定めるもののほか、必要事項は、町と受注者協議の上、決定するものと

する。

22 本件担当

三種町役場 町民生活課 環境衛生係

〒０１８－２４０１

秋田県山本郡三種町鵜川字岩谷子８番地

TEL ０１８５－８５－４８２４

FAX ０１８５－８５－２１７８


